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■ 雇用環境改善、不安・不満解消をもとめる ‐県民連合議員会に要望書提出‐ 

 連合福島は 5月 28日（木）、新型コロナウイルス感染症

等がおよぼす影響調査結果を基にした要望書を県民連合議

員会に提出した。 

今野会長は、「政府は緊急事態の全面解除を宣言したも

のの感染防止のリスクと相反する中で、経済の早期Ｖ字回

復は望めない。一方で第２次補正予算を閣議決定はしたが

、アベノマスクに見られるずさんな政策、事業や制度の効

果の検証も曖昧で、スピード感も感じられない。特に福島

県は東日本大震災からの復興に加え、昨年の台風災害か

らの復旧の見通しがついたばかりで、その道のりは極め

て厳しい。県民連合の皆さんに福島県や県議会、各政党を通じた早期の万全な対策措置をお願いする。」 

と挨拶した。これに対し県民連合議員会瓜生会長は「本日

政調会を開催し、６月議会に予定する県のコロナウイルス

関連等の７０億円の補正予算の内容について確認してきた

ところ。６月３日に県民連合として知事への申し入れを予

定している。皆さんの調査結果を踏まえた要望書の内容に

ついて、雇用と生活を守り、また、県民の安全安心のため

に取り組ませていただきたい。」と回答があった。連合福

島は、引き続き県民連合と連携をはかるとともに、選出国

会議員にも調査結果を提供し、連携して今後の取り組み

を進める。 

 

 

◎お問い合わせ先 

  連合福島 組織広報局：遠藤・渡邊、労働局 阿部、政治政策局 竹岡 

電話：024-522-0500 メール：rengo-fukushima@bz01.plala.or.jp 

瓜生会長[右]に要望書を提出する今野会長[左] 

要望の内容について説明する八巻局長 


